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概 観

第１章 概 観

わが国を取り巻く安全保障環境は、様々な課題や不安定要因がより顕在化・先鋭化してきており、

一層厳しさを増している。



わが国を取り巻く安全保障環境第Ⅰ部

4

北朝鮮

第２章 諸外国の防衛政策など

北朝鮮のミサイル開発全体が一層進展。

・平成28年２月：「人工衛星」と称する弾道

ミサイル（テポドン２派生

型）の発射。

・平成28年４月：潜水艦発射弾道ミサイル

(SLBM）の試射発射成功の

発表。

：ムスダンの初めての発射。

・平成28年６月：ムスダン発射。

（中距離弾道ミサイルとして

一定の機能が示された。）

わが国はもとより、地域・国際社会の安全に対する重大かつ差し迫った脅威。

平成28年１月に核実験を実施。過去4回の核実験を通じた技術的成熟などを踏まえれば、既に核兵器
の小型化・弾頭化の実現に至っている可能性も。
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参考：北朝鮮の弾道ミサイル

第２章 諸外国の防衛政策など

テポドン２派生型（２月） 海中の潜水艦から発射
されるＳＬＢＭ（４月）

中距離弾道ミサイル「ムスダン」（６月）

中距離弾道ミサイル「ノドン」（８月）

（出典：防衛白書、防衛省ホームページ）

発射台
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中 国

第２章 諸外国の防衛政策など

全般・軍事
中国は軍事力を広範かつ急速に強化、東シナ海や南シナ海をはじめとする海空域などにおいて活動

を急速に拡大・活発化。
中国の軍事動向などは、軍事や安全保障に関する透明性の不足とあいまって、わが国として強く懸

念、今後も強い関心を持ち注視。

以下の地域を、中国海軍艦艇が航行（※①～⑤、⑦～⑨は複数回）

①宗谷海峡を通過、②津軽海峡を通過

③津軽海峡を通過し日本海から太平洋に進出した後、

大隈海峡を通過して太平洋から東シナ海へ移動 等

④房総半島南部の接続水域の外側の海域で往復航行（情報収集艦）

⑤大隈海峡を通過、⑥奄美大島と横当島の間を通過

⑦沖縄本島と宮古島の間を通過し太平洋に進出

⑧沖縄本島南西の太平洋上を通過

⑨与那国島と仲ノ神島の間を通過

⑩口永良部島周辺の領海内を航行後、

⑪北大東島北方の接続水域内を航行（情報収集艦）

・2013年1月、東シナ海においてジャンカイⅠ級フリ
ゲートから海自護衛艦搭載ヘリに対する火器管制
レーダーの照射が疑われる事案
・2013年1月、東シナ海においてジャンウェイⅡ級フ
リゲートから海自護衛艦に対する火器管制レー
ダーの照射

南シナ海においても中国の船舶と
フィリピン及びベトナムの船舶が対
峙する等の事案が発生

⑫ 尖閣諸島周辺
・ 2008年12月以降、公船が領海に侵入
・ 2012年9月以降、公船が断続的に領海に侵入
・ 2015年11月､2016年6月、情報収集艦1隻が尖閣南方の接続水域の外側の海域で往

復航行
・ 2015年12月以降、機関砲らしきものを搭載した公船が繰り返し領海に侵入
・ 2016年6月、フリゲート1隻が尖閣北方の接続水域へ入域

わが国周辺海空域における活動状況

中国海軍フリゲートが尖閣諸島
周辺の接続水域に入域したほか、
情報収集艦が領海内及び接続水域
内での航行などを行った。

公船による領海侵入のルーチン
化、武器を搭載した公船の領海侵
入なども確認。

空自の中国機への緊急発進回数
が急激な増加傾向、中国軍用機が
尖閣諸島近傍での活動の活発化も
確認。
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第２章 諸外国の防衛政策など

急速かつ大規模な埋め立てが進むスビ礁
【CSIS Asia Maritime Transparency Initiative / DigitalGlobe】

南シナ海における活動の状況

南沙諸島にある７つの地形において、急速かつ大規模の埋め立て活動を強行し、滑走路や港湾等、
各種インフラ整備を推進。また、西沙諸島においても地形開発等を推進。

中 国
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第１章 概 観

米国
アジア太平洋地域における同盟国等との関係を強化、引き続きアジア太平洋地域へのリバランスを

推進、同地域を重視する方針の継続。

中国による南シナ海における一方的な現状変更及び既成事実化の動きも念頭に、「航行の自由作戦」

を継続。
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第３章 国際社会の課題

地域紛争・国際テロなどの動向

ロシア

軍事科学技術と防衛生産・技術基盤

ISILをはじめとする国際テロ組織の過激思想に共感を抱く若者が増え、その活動に参加、自国におい
ていわゆる「ホーム・グロウン型」・「ローン・ウルフ型」のテロ活動を行う事例が増加。

テロの脅威は北アフリカを中心としつつグローバルに拡散。平成28年7月のダッカ襲撃テロ事件など
を踏まえれば、わが国自身の問題として正面から捉えなければならない状況。

ソーシャル・メディアなどサイバー空間を活用するなどして、情報共有・連携など。

厳しい経済状況に直面しつつも、引き続き軍の近代化に努めるとともに、軍の活動を活発化させ、そ
の活動領域を拡大する傾向。

ウクライナ情勢は、ロシアによる力を背景とした現状変更の結果は固定化の様相を示し、特に欧米を
中心にロシアに対する脅威認識が増大。

北方領土においてロシア軍の駐留を継続させ、事実上の占拠の下、その活動をより活発化。

米国は中国等の能力強化を念頭に、軍事的優位性を確保するため、ゲーム・チェンジャーとなり得る
先端技術（レールガンなど）の研究開発を推進。

米国では様々な国防省関連機関が企業、大学などの研究に対し大規模な資金提供を実施。

欧米諸国では、高度化・複雑化に伴う装備品の開発・生産コストの高騰に対応するため、防衛産業の
合併・統合や同盟国・友好国間での装備技術協力を推進。
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平成２８年度の防衛力整備

平成28年度は、防衛大綱及び中期防に基づき、その３年目として、統合機動防衛力の構築に向け、
防衛力整備を着実に実施。

平成28年度は、一層厳しさを増す安全保障環境を踏まえ、国民の生命・財産とわが国の領土・領
海・領空を守る態勢を強化するため、防衛関係費を平成27年度に引き続き増額（昨年度比0.8％増）
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平成27年9月に可決・成立、平成28年3月に施行。

今回の白書で新たに章立て。

歴史的重要性を持つものであり、国際社会からも高く評価・支持。

平和安全法制



わが国の安全保障・防衛政策と日米同盟 第４章 日米同盟の強化第Ⅱ部

シンガポールにおける日米防衛相会談
（16（平成28）年6月）

同盟強化の基盤となる取組
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日米安全保障体制の意義

日米防衛相会談（平成28年６月）、共同訓練・演習などの推進、
新ガイドラインに基づく同盟調整メカニズムの設置など。

日米安保条約に基づく日米安保体制は、わが国の安全保障の基軸

わが国を取り巻く安全保障環境が一層厳しさを増す一方、米国が
アジア太平洋地域への関与及びプレゼンスの維持・強化を進めてい
る現状を踏まえると、日米同盟の強化は、これまで以上に重要

在日米軍の駐留

「新たな在日米軍駐留経費負担にかかる特別協定」（平成28年4月発効）

普天間飛行場の移設・返還について、沖縄の負担軽減に資するものであり、早期の実現に向けて
政府をあげて取り組み、政府として和解条項に沿って誠実に対応

「政府・沖縄県協議会」などを通じた沖縄の負担軽減に向けた取組
（嘉手納飛行場以南の土地の返還、オスプレイの訓練移転など）

沖縄以外の地域における負担軽減に向けた取組（キャンプ座間の一部土地の返還など）

米軍人等による事件・事故の防止に向けた取組
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周辺海空域における安全確保
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実効的な抑止および対処

島嶼防衛

弾道ミサイル攻撃などへの対処

平成28年2月の北朝鮮による弾道ミサイル発射に際しては、破壊措置命令を発出、SM-3搭載護衛艦、
PAC-3部隊を展開させて対応したほか、相次ぐ弾道ミサイルの発射に対応。

第１章 わが国の防衛を担う組織と実効的な抑止及び対処

中国公船による領海への侵入が確認、南西
地域の通過に伴う中国海軍艦艇の活動が８回、
接続水域近くでの活動を複数回確認。

平成27年度の緊急発進（スクランブル）回
数は873回、中国機に対する回数は571回であ
り、国・地域別回数の公表開始以降最多。

警戒監視する海自Ｐ－３Ｃ哨戒機

南西地域の防衛体制強化のため、平成27年度に第9航空団（那覇基地）、
与那国沿岸監視隊（与那国島）を新編。

今後、南西地域の島嶼部への警備部隊の配置、水陸両用作戦機能を備え
た水陸機動団の新編、固定翼哨戒機（P-1）の取得などを実施。
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大規模災害などへの対処
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関東・東北豪雨におけるボートによる救助活動 熊本地震における南阿蘇での捜索活動

第１章 わが国の防衛を担う組織と実効的な抑止及び対処

平成27年9月の「関東・東北豪雨にかかる災害派遣」では、茨城県、栃木県及び宮城県において、
人員延べ約7,540人をもって人命救助やボートによる避難支援などを実施。

平成２８年4月の「熊本地震にかかる災害派遣」では、熊本県及び大分県において、人員延べ約
814,000人をもって人命救助や生活支援などを実施。
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多国間安全保障の枠組み、各国との防衛協力・交流
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第２章 安全保障協力の積極的な推進

戦略的な国際防衛協力に向けて

・ｵー ｽﾄﾗﾘｱ

・韓 国

・インド

・中 国

・ｲﾝﾄ ﾈ゙ｼｱ

・ﾌｨﾘﾋﾟﾝ

：11月、外務・防衛閣僚会合
12月、首脳会談において、日豪安全保障・防衛協
力の強化のための新たなイニシアティブを承認

：10月、4年9か月ぶりに韓国での防衛相会談

：12月、日印首脳会談で防衛装備品・技術移転協定
及び秘密軍事情報保護協定署名

：11月、4年5か月ぶりに防衛相会談

：12月、初の外務・防衛閣僚会合

：２月、防衛装備品・技術移転協定署名

各国との防衛協力・交流（平成27年）

多国間安全保障枠組み・対話における取組み

・ 拡大ＡＳＥＡＮ国防相会議への参加
・ 防衛省主催の日ＡＳＥＡＮ諸国防衛当局次官級会合
の開催
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第２章 安全保障協力の積極的な推進

海洋安全保障の確保

国連南スーダン共和国ミッション（ＵＮＭＩＳＳ)

司令部要員及び施設部隊（約350名）を派遣、幹線道路整

備などＵＮＭＩＳＳのニーズに対応した活動を実施。

国連ＰＫＯへの人材育成面での協力

各国ＰＫＯセンターなどの講師や国連アフリカ施設部隊

早期展開プロジェクトの教官として自衛官を派遣。

UNMISSにおいて道路建設に従事する隊員

関係国と協力してソマリア沖・アデン湾で海賊対処。

シーレーン沿岸国の能力向上支援、様々な機会を利用

した共同訓練・演習の充実などの取組の推進。

船舶を直接護衛する護衛艦

国際平和協力活動への取組
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国民の生命・財産と領土・領海・領空を守り抜くための取組

技術的優越の確保のための研究開発の推進

技術的優越の確保のため、先進技術及びデュアル・ユース技

術を取り込んだ研究開発を行っているとともに、ファンディン

グ制度（安全保障技術研究推進制度（競争的資金）などにより

民生先進技術を積極的に活用する。

第３章 防衛装備・技術に関する諸施策

C-2（プロジェクト管理重点対象装備品）

先進技術実証機（X-２）

プロジェクト管理などへの取組

防衛装備庁にプロジェクト管理部を設置し、プロジェクト管

理重点対象装備品12品を選定。戦略的に最適な防衛装備品の取

得の実現を図りつつ、長期契約、維持・整備の効率化、まとめ

買いなどによる、調達コストの縮減と安定的な調達を図ってい

る。

防衛装備・技術協力

防衛生産・技術基盤の維持・強化、平和貢献・国際協力の推
進に資するよう、防衛装備移転三原則に基づき、防衛装備・技
術協力を推進。

フィリピンへの移転について協議を進
めているTC-90
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国民の生命・財産と領土・領海・領空を守り抜くための取組

地域コミュニティーとの連携

第４章 地域社会・国民との関わり

市民生活の中での活動や社会貢献に関する活動

地方公共団体及び地域住民の理解・協力の確保

不発弾処理を行う陸自隊員

操縦席にレーザー照射を受けた場合のイメージ
防衛施設と周辺地域との調和を図るための施策

様々な分野で民生支援活動を実施（不発弾処理、駐屯地を開
放したイベント、離島の急患輸送など）

地方防衛局は部隊や地本などと連携し、地方との協力関係の
構築に努めている。

防衛問題セミナーの開催、日米交流事業の実施。

米軍再編や自衛隊の部隊改編、訓練などの地元調整。

厚木飛行場の周辺などにおいて、自衛隊機・米軍機に対する
レーザー照射など妨害事案が多発。関係自治体の協力を得てポ
スター掲示などにより危険性を地域住民へ周知、警察への通報
を依頼。

自衛隊等の行為、防衛施設の設置・運用により生じる航空機
騒音などの障害について、環境整備法に基づき、その防止、軽
減、緩和などの措置を実施。


